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第３　包括外部監査の結果及び意見
３　税等未収金
（４）延滞金
③　結果及び意見
【結果1】
　市税の延滞金について、本税を払い終わり延滞金額が確定した時点で、歳入の調定
を行うべきである。

　市税の延滞金については、延滞金収納時に歳入の調定が行われており、いわゆる事
後調定となっている。
　しかし、本税が完納された時点で延滞金として納入すべき金額は確定しているので
あるから、その時点で歳入の調定を行う必要がある。本税であろうと延滞金であろう
と、市の確定した債権であることには変わりはなく、後者のみ事後調定とすることは
整合性を欠いている。
　また、これまで延滞金の未納額は収納された場合にのみ調定されていたので、本税
が不納欠損されても当該本税に係る滞納延滞金は不納欠損額には反映されていない。
不納欠損は、滞納処分を実施しても収納できずに市の債権が失われた際に実施するも
のであると考えられる。延滞金についても、地方自治法第231条の3第3項に「地方税
の滞納処分の例により処分することができる」と規定されていることからすると、市
の債権が失われているにもかかわらず、不納欠損に反映されないことは著しく不合理
な処理と言わざるを得ない。
　なお、市は従前から上記課題への対応を検討しているが、延滞金額が確定した時点
で調定を行う場合、システムで対応するには相応の改修費用が発生することが見込ま
れる。また、手作業で対応する場合は、全ての納付について納付に係る本税が完納と
なったのかどうかを一つ一つ検証し、完納となり延滞金額が確定したものについて
は、その都度調定し続ける業務を行う相応の人員配置が必要になるとのことである。
今後のシステム更新の状況等を踏まえ、引き続き検討を進める必要がある。

滞納整理課
措置しない
（対応不可

能）

　市税を含む普通地方公共団体の歳入を収入するときは、地方自治法第231条の規定に
より、事前に調定することが求められているところですが、その性質上納付前に調定す
ることができない歳入については、奈良市会計規則第12条第2号により事後調定とする
旨が定められています。
　市税の延滞金については、その算定のもとになる本税が完納とならなければ延滞金に
係る調査も決定もできないことから、会計規則が定める事後調定を行っていますが、本
税完納で延滞金のみ残存しているケースは、延滞金であっても理論上は事前調定が可能
であり、「結果」の趣旨については理解できるところです。
　しかし、現在運用中の滞納整理システムには確定延滞金の事前調定機能がなく、シス
テム上の処理を可能とするためには、奈良市独自のカスタマイズの必要があり、そのシ
ステム改修に要するコストは数千万円規模になるとの見積もりをシステムベンダーから
徴しております。
　令和7年度から全国で標準化されるシステムにこのような機能が含まれていれば、奈
良市独自のカスタマイズに費用を投じる必要はないところですが、標準として備えるべ
き機能に関する国における議論の結果、本機能には標準化されるほどの必要性はないと
判断され、システム標準化には含まれないこととなっています。
　さらに、奈良市と同じ滞納管理システムを導入している地方公共団体（全国364団
体）の一部から、汎用機能としての開発を求める声がシステムベンダーに対してあった
ものの、ニーズ総量の推定から独自の開発はしないとの結論にいたった旨をベンダーか
ら聞き及んでおり、このような状況は、平成29年度に実施した確定延滞金の調定に関す
る調査に対して回答のあった政令指定都市19市及び中核市44市の全てが事後調定であっ
たことと平仄が合っています。
　また、事前調定をシステムではなく手作業で実施する場合は、納付がある度に、当該
納付に係る本税が完納となったのか否かを一つ一つ確認し、完納となり延滞金額が確定
したものについてはその都度調定を実施するという作業が発生し、加えて、延滞金が完
納となれば、当該延滞金が事前調定分なのか事後調定分なのかについて一つ一つ判別す
る作業も発生することとなり、これらに要する膨大なマンパワーに鑑みると、確定延滞
金の事前調定は合理的でなく現実性にも乏しいと考えます。
　しかしながら、確定延滞金の事前調定の必要性については十分理解していることか
ら、今般の包括外部監査での「結果」の趣旨のとおり、合理的なコストで実施できる場
合、すなわち標準システムに含まれる場合やシステムベンダーが汎用機能として開発し
た場合等には、本市でも確定延滞金の事前調定を実施いたします。
　なお、確定延滞金額自体を把握する意義及び重要性から、総務部で毎年度作成してい
る「税務概要」に5月31日現在の確定延滞金額を記載することを、平成31年度から開始
していることを申し添えます。

令和5年4月1日現在
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第３　包括外部監査の結果及び意見
５　国民健康保険料
（３）未収金に関する調査
②　結果及び意見
【結果2】
　自主的な一部納付中の債権があっても、残債権について不納欠損処理を行っている
債権があるが、債務承認を要請する等により残債権についても回収の努力を続けるべ
きである。

　国民健康保険料は、6月から翌年3月まで年間を10期に分けての納付となっている。
滞納債権のうち自主的な一部納付が行われている場合、法的に支払われた期に対して
のみ債務承認され、他の期については債務承認の効果は及ばず、結果として不納欠損
処理となっている債権が散見された。
　しかし、自主的な一部納付を行っている債務者は、それぞれの諸事情があるなか、
国民健康保険料の滞納債権の弁済の意思を有する債務者である。国民健康保険制度が
加入者からの保険料納付によって運営されていることに鑑みると、このような納付の
意思がある債務者に対する債権については、その納付の意思を慎重に判断する等した
上で必要に応じて債務承認を行う等により、納付の意思があるにもかかわらず不納欠
損するようなことがないよう、より多くの金額が回収できるよう努力を務めるべきで
ある。

国保年金課 措置済

　令和4年度から国税局OB5名を徴収専門員として採用し、滞納保
険料徴収に係る体制を整えたことにより、自主的な一部納付を
行っている債務者に対して行っている催告件数が、令和3年度の
42件から令和4年度は1,654件となり1,612件の増加となりまし
た。
　債務承認及び分割納付誓約についても、令和3年度の実績は227
件でありましたが、令和4年度の実績は755件となり、528件の増
加となりました。
　不納欠損額は、令和2年度決算時3億2,263万2,433円であったの
が、令和4年度決算時は2億6,907万3,593円となる見込みであり、
徴収努力により5,355万8,840円減少させることができました。

令和5年4月1日現在
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第３　包括外部監査の結果及び意見
５　国民健康保険料
（３）未収金に関する調査
②　結果及び意見
【結果3】
　会計年度末における債権システム残高と貸借対照表計上額が照合できていない。適
切な財務諸表を作成するためにも、会計年度末におけるシステム残高を適切に照合す
るべきである。

　国保年金課では、国民健康保険料の徴収業務においてシステムを導入しているが、
市の財務諸表作成に際して、システム上の債権残高と未収金の貸借対照表計上額との
照合が実施されていなかった。
　未収金残高は、原課における債権管理の結果として財務諸表に計上されるものであ
る。決算計上額と一致する残高について明細資料を作成することで、年度を通じた業
務処理の適切性を検証するとともに、財務諸表残高の適正性を疎明することが可能と
なる。したがって、決算時における未収金残高はシステム上の残高と照合する必要が
ある。

財政課 措置済

　令和4年度決算に基づく財務書類の作成時において、修正仕訳
を行う予定であり、令和5年度中に適切な債権額を公表します。
　今回の原因として、全体会計のうち、国民健康保険特別会計、
介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計の債権額について、
決算仕訳後の照合が漏れていたため、今後は一般会計等と同様に
各債権額との照合を適切に行います。

令和5年4月1日現在
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第３　包括外部監査の結果及び意見
７　公立保育所措置費自己負担金、私立保育所措置費自己負担金及び認定こども園利
用者負担金
（２）未収金の回収業務
①未収金の回収業務
（イ）結果及び意見
【結果4】
　強制徴収公債権にもかかわらず、強制的な債権回収の手続を実施することなく、時
効到来をもって不納欠損処理している。強制的な債権回収の手続を実施すべきであ
る。

　本負担金は強制徴収公債権であるが、滞納債権に関する強制的な債権回収の手続
（財産調査、滞納処分等）を実施することなく、時効到来をもって不納欠損処理して
いる。少しでも徴収率を向上させるべく、強制的な債権回収を実施すべきである。
　また強制的な債権回収の実務が適切に行えるよう、所管課内で詳細な手順を明文化
させたマニュアルを整備するとともに、債権回収のノウハウを蓄積させる必要があ
る。

保育所・幼稚
園課

措置済

　強制的な債権回収の手続について、令和4年度は滞納整理課の
指導のもと、財産調査や滞納処分等の債権回収を行うための様式
やマニュアルの整備を進め、金融機関への預金調査を実施しまし
た。令和5年度は、自主納付に応じない高額滞納者について、引
き続き財産調査を行うとともに、滞納処分等の実施を検討するこ
とといたします。

令和5年4月1日現在
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69

第３　包括外部監査の結果及び意見
７　公立保育所措置費自己負担金、私立保育所措置費自己負担金及び認定こども園利
用者負担金
（２）未収金の回収業務
①未収金の回収業務
（イ）結果及び意見
【結果5】
　システム移行処理に不具合があった結果、催告等の適切な手続が行えず、収納率の
低下を招いた。システム移行は慎重に対応すべきである。

　債権管理システムに関して、旧システムから新システムへ移行する際、特殊な登録
パターンの債権データ等が適切に移行処理できなかったが、新システム稼働後に解決
することとし、新システムを稼働させた。しかし、新システム稼働後に課題の解決が
進まず、その結果、催告等の適切な手続が実施できなくなり、収納率の低下を招く事
態となった。システム移行の際は、どのような課題があるのか早期に洗い出すととも
に、課題が発見された場合は、移行により業務が滞らないように、稼働を遅らせるな
どの対応も視野に入れつつ、慎重に対応する必要がある。

保育所・幼稚
園課

措置済

　旧システムから現行システムへの移行時に発生した障害は、旧
システムよりも更に古いシステムから移行されていた債権等の
データが、旧システムに適合していなかったことにより発生した
障害です。これらの不適合データは令和2年度中に現行システム
に適合させているため、次回データ移行時に障害が発生するおそ
れはありません。なお、本システムは国が推進する「自治体情報
システム標準化」の対象となる20業務に含まれているため、令和
7年度末に国が定める標準仕様への移行を予定しています（標準
仕様へは、現行システムをそのままリフトするため債権データ等
の移行は伴いません）。次回のシステム移行は標準仕様への移行
後となりますが、稼働前データ検証の方法等についてベンダーと
協議を行い、障害を発生させないよう十分な対策を講じます。

令和5年4月1日現在
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第３　包括外部監査の結果及び意見
８　市営住宅に関する未収金
（３）未収金に関する調査
②　結果及び意見
【結果6】
　滞納者への督促等の履歴を紙資料で管理しているため、効果的かつ効率的な管理が
できていない。システムや表計算ソフトを活用し、督促状況を管理すべきである。

　住宅使用料及び水道料金について、入居者情報、調定処理、納付書作成、収納消込
処理、口座振替データ管理などの入居者に関係する情報を公営住宅システムにて管理
しているが、書面や電話での納付の督促、滞納者の自宅訪問等の履歴は紙資料でしか
残されていない。また、督促記録についても大半は直近15年程度の履歴であり、滞納
発生からの全ての履歴が残されているわけではない。さらに、手書きの記録であるた
め、不明瞭な記載により情報が正確に残されていないものも見受けられた。その結
果、各債権に対する督促の頻度や対応状況にばらつきがある。
　滞納者に対する督促等を統一するためにも、システムやエクセル等で督促履歴を管
理し、職員が適切に督促等を実施しているか確認できる体制を構築することが必要で
ある。

住宅課 措置済

　滞納者の督促等の履歴については、システム管理していくこと
としました。
　過去の滞納者については、エクセルにより分納状況を管理し、
適切に督促等を実施するようにしました。
　新規の滞納者に対する督促等については、奈良市営住宅家賃滞
納処理要領等により統一されております。
　また、指定管理者制度の検討において、管理体制の再構築を
図っていきます。

令和5年4月1日現在
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第３　包括外部監査の結果及び意見
８　市営住宅に関する未収金
（３）未収金に関する調査
②　結果及び意見
【結果7】
　住宅使用料と水道料金を滞納した場合、住宅使用料のみ分納誓約を結び優先的に回
収するため、水道料金債権の時効到来が多くなっている。両者を合わせて分納誓約を
結び、水道料金の時効の到来を極力減らすべきである。

　住宅使用料と水道料金を滞納した場合、住宅使用料のみ分納誓約を結び、水道料金
は住宅使用料の支払後に徴収予定としている。そのため、滞納した水道料金の回収が
進まず、水道料金債権の時効到来が多くなる原因となっている。両者を滞納した場合
には、両者を合わせて分納誓約を結ぶことで、納期限の到来が早い債権の回収を進
め、時効の到来を極力減らす必要がある。

住宅課 措置済
　令和4年度から、新規分については、住宅使用料と水道料金を
合わせて分納誓約を結んでおります。

令和5年4月1日現在

82

第３　包括外部監査の結果及び意見
８　市営住宅に関する未収金
（３）未収金に関する調査
②　結果及び意見
【結果8】
　家賃相当損害金について督促等を行っていない。債権として計上している限りは回
収に努めるべきである。

　家賃相当損害金について督促等を行っていない。これは、債務者が退去者であるた
め債務者の情報調査や回収業務に労力を要すること、回収可能な債権を債権回収に要
する費用が上回ると判断していることによる。しかし、実際にどの程度の費用を要す
るか等の検証は実施しておらず、債権として計上している限りは、回収に努めるべき
である。
　なお、仮に回収が困難であることが明らかである場合は、債権として計上する意義
に乏しいことから、意見6に記載のとおり、不納欠損処理することが望まれる。

住宅課 検討中
　家賃相当損害金についても督促等を行い、回収に努めていきま
す。

令和5年4月1日現在
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第３　包括外部監査の結果及び意見
１２　針テラスに関する未収金
（３）結果及び意見
【結果10】
　市が多額の使用料等を徴収する法人については、定期的な決算書の入手など経営状
況をモニタリングすることで、未収金の発生を未然に防ぐ努力をすべきである。

　本事案については、株式会社Xの経営悪化により結果的に1億円を超える債権の回収
が不能見込みとなるどころか、本来は針テラス事業終了後に無償で譲り受けるはずで
あった針テラス南館建物の購入が必要になる（北館建物は現在訴訟中）など、市に多
額の損失をもたらすこととなった。株式会社Xに対する債権の未納は平成28年度から
発生しているが、賃料の値下げ要求等により平成23年度から平成28年度にかけて一時
的に賃料の値下げを実施していることから、従前から株式会社Xの経営状況は良好で
なかった可能性は捨て切れない。そのため、定期的な決算書の入手など経営状況をモ
ニタリングし、仮に経営状況が悪化している場合には、営業保証金の収受を検討する
など、未収金の発生を事前に防ぐ努力をすべきであったといえる。なお、事業契約書
に、経営悪化の場合に備え、市が経営指導を実施できる条件や、契約解除の条件を設
定しておくことも有用であると考えられる。

観光戦略課
措置しない

（措置対象の
不存在）

　針テラスについては契約解除後、直営となっており、株式会社
Xと同様のケースは発生はしないためです。

令和5年4月1日現在
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第３　包括外部監査の結果及び意見
１３　生活保護費徴収金及び生活保護費返還金
（２）未収金の回収業務
①未収金の回収業務
（イ）結果及び意見
【結果11】
　分割納付期間が債権の時効期間を超えて計画されているものがある。仮に滞納が発
生しても適時に債務承認を実施して債権の消滅を防ぐよう、分割納付期間は債権の時
効期間以内に変更するべきである。

　生活保護法第63条返還金、生活保護費過払い分、生活保護法第78条徴収金のうち、
分割納付の期間が平成20年から平成284年までと、完済までに250年以上を要する分割
納付計画が策定されているものがあった。当該分割納付計画は平成20年に策定された
ものであり、平成29年の債権管理マニュアル改訂（長期間にわたる分割納付計画の策
定を控え、3年ごとに計画を見直すよう要請）前に策定されたものである。しかし、
債権固有の時効期間を超える分割納付計画は、分割納付期間中に仮に滞納が発生した
場合、適時に債務承認を実施しなければ徴収権が消滅するおそれがあるだけでなく、
264年という非現実的な納付期間は債務者に完済する必要がないとの誤った認識を与
える危険性がある。このような債権については、債務者と協議し、最新の債権管理マ
ニュアルに沿った分割納付計画に変更する必要がある。

保護課 措置済
　令和4年8月に当該分割納付計画の債務者と協議し、分割納付の
期間を3年に変更しました。そのほかの債権についても債権管理
マニュアルに沿って3年ごとに分割納付計画を見直しています。

令和5年4月1日現在

結果R3年度（市長部局）5/7



令和３年度「債権管理に関する財務事務の執行について」

「結果」の措置状況一覧（市長部局）
報告書
頁数 監査報告事項　※必要に応じて結果報告書も参照ください。 関係課 基準日今回の措置状況

110

第３　包括外部監査の結果及び意見
１３　生活保護費徴収金及び生活保護費返還金
（２）未収金の回収業務
②未収金の残高管理
（イ）結果及び意見
【結果12】
　債権管理を紙台帳で実施しているため、不都合が生じている。システムの導入や表
計算ソフトの利用などを検討し、紙台帳での管理を改めるべきである。

　債権管理台帳が紙台帳であるため、以下の不都合が生じている。
・ 件数が多いことから、債権管理台帳の合計額が算出できず、会計システムの未収
金残高との一致を確認できていない。その結果、市が報告する財務書類の正確性が担
保できていないだけでなく、債権管理台帳の消込誤りも発見できないおそれがある。
・ 時効到来の有無は、最終償還年月日からの経過年数を1件ずつ、年度決算時に目視
で確認しているため、非効率であるだけでなく、件数が多いため全ての債権について
確認できていない。結果、時効の到来により消滅している債権が計上されたままと
なっている。実際、令和2年度に不納欠損処理された未収金の中には、10年以上前に
時効が到来し消滅しているはずのものが数十件含まれていた。
・ 職員によって記入方法が異なっており、例えば、日付の記載がなく職員の印が押
されているもの（入金されているのか否かが不明瞭）、斜線や蛍光マーカーによって
強調されているもの（取消しなのか否かが不明瞭）があり、債権状況の把握が困難に
なっている。

　システムの導入や表計算ソフトの利用などを検討し、効果的かつ効率的に正確な管
理ができる体制を構築する必要がある。

保護課 措置済

　令和4年度末までに、表計算ソフトによる債権管理台帳を作成
しました。それにより、債権管理台帳の合計額の算出、会計シス
テムの未収金残高との一致の確認、時効到来の有無の確認等を効
率的かつ正確にできる体制となりました。

令和5年4月1日現在
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第３　包括外部監査の結果及び意見
１４　児童扶養手当過払金返還金
（２）未収金の回収業務
②　結果及び意見
【結果13】
　催告してもなお納入しない債務者への対応として、裁判上の手続によって債権回収
するといった適切な方法を検討すべきである。

　今回の調査において、督促や催告を受けてもなお債務者が納入せず、一定の時効期
間が経過した場合に、裁判上の手続による債権回収について検討を行っているか確認
できなかった。裁判を行うために必要となる各種費用を把握し、費用対効果を含む回
収可能性の検討を適時に実施すべきである。
　過去、強制的な債権回収の手続を実施したことはなく、時効により回収が不能とな
る債権の期日が近づく度に、職員等によって口頭で不納欠損処理が妥当だと結論付け
ている。回収業務として、債権が時効によっていたずらに消滅しないように管理し、
債権の保全が求められているなか、別途機会も設けず、口頭のみで回収を諦めるとい
う判断はすべきではない。
　債権の回収可能性について慎重に検討し、また検討の過程を記録として残すことが
事後評価や検証のため必要であると考えられる。

子ども育成課 措置済

　令和4年度から、督促、催告、現地調査等を実施したが連絡が
取れない案件2件について、職員等によってそれぞれの債権の回
収可能性について慎重に検討し、また検討の過程を記録として残
す対応を実施しています。
　令和4年度については、課内で回収の可能性等の検討をし、1件
について、奈良簡易裁判所に対して「支払督促の申立て」を実施
しました。結果的には、奈良市で2回の現地調査を行いました
が、本人の所在の確認が取れず、裁判所から債務者へ文書を送達
することができなかったため、申立てを取り下げました。

令和5年4月1日現在
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第３　包括外部監査の結果及び意見
１９　損害賠償金
（２）不納欠損処理
②　結果及び意見
【結果14】
　回収が困難な債権について適切な時期に不納欠損処理されていない。債権管理条例
に基づき、適切な時期に不納欠損処理すべきである。

　令和2年度に不納欠損処理した3業者のうち2業者については、無資力の宣言を行っ
た平成25年度の時点で債務を履行させることが困難であることが明らかであったこと
から、債権管理条例第11条第6号に基づき債権放棄及び不納欠損を行うべきであった
といえる。また、残りの1業者は訴訟前に自己破産による免責を受けており損害賠償
請求権を行使していないため、損害賠償請求を命じた判決が確定した平成21年度から
3年を経過した平成24年度の時点で時効を迎えることになり（民法第724条）、この時
点で債権管理条例第11条第5号に基づき債権放棄及び不納欠損を行うべきであったと
いえる。しかし、平成25年3月に施行された債権管理条例の認識が所管課として十分
でなかったため、適切な時期ではない令和2年度に不納欠損を行うこととなった。債
権管理条例に基づき、適切な時期に債権放棄及び不納欠損処理を行う必要がある。
　なお、このような債権の取扱いについては市の債権管理マニュアルでも記載されて
おり、マニュアルの周知徹底を行い同様の事例が発生しないようにするべきである。

契約課
滞納整理課

措置済

　指摘にある不納欠損については、全て処理を完了しました。今
後同様の事例が発生しないよう、債権の取扱いについて債権管理
条例及び債権管理マニュアルを庁内において再周知していきま
す。

令和5年4月1日現在
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